（様式１）
応　募　申　込　書
　　年　　月　　日
京都府知事　様
主たる事務所の所在地
法人の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
（印鑑証明印）

　京都府が実施する証紙代金収納計器取扱者指定候補者の公募について、募集要領の各事項を承知の上、関係書類を添えて応募します。


【提出書類】
	
	提出書類
	添付確認欄

	１
	応募申込書（様式１）
	

	２
	印鑑証明書
	

	３
	業務運営体制表（様式２）
	

	４
	法人概要書（様式３）
	

	５
	法人登記事項全部証明書
	

	６
	定款等
	

	７
	誓約書（様式４）
	

	８
	納税証明書
	

	９
	企業行動規範、個人情報取扱い方針など
	

	10
	決算書
	

	11
	法人税確定申告書及び別表４並びに法人事業概況説明書
	

	[bookmark: _Hlk138952013]12
	事業計画書、収支予算書
	

	13
	キャッシュフロー計算書
	

	14
	役員等調書（様式５）
	

	15
	企画提案書（様式６）
	






（様式３）
　　　　　　　　　　　　　　
法　人　概　要　書
	法人の名称

	


	代表者氏名
	

	設立年月日
	


	法人の所在地
	


	資本金又は
出資金　　
	


	社員（職員）数
	  役員　　人、社員　　人（うち常勤　　人、非常勤　　人）
　その他　　人　　　　　　　　　　　　　　　合計　　人

	主な業務内容

	


	財務状況

（単位：千円）







	事業年度
	

	

	


	
	総収入
	

	

	


	
	総支出
	

	

	


	
	当期損益
	

	

	


	
	累積損益
	

	

	


	
免許・登録

	




	 　◆　　類似業務の取扱実績

	業　務　名
	業　務　内　容
	備　考

	

	

	



※「社員（職員）数」は、応募時の人数を記載してください。
※ 会社概要・パンフレット等がある場合は、添付してください。
※ 欄が不足する場合には、次のページに記載してください。




  （事務担当者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所属部署
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　　名
                                           電話番号
                                           FAX番号
                                           e-mail



（様式４）
誓　　　約　　　書

　　年　　月　　日

　京都府知事　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（応募者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　                   印
                                                          　           （印鑑証明印）

　京都府証紙代金収納計器取扱者指定候補者の公募に応募するにあたり、下記に掲げる事項について、全てを満たしていることを誓約します。

記
                                                                               
　

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により、京都府から入札の参加資格を取り消されていない。

２　京都府から指名保留又は指名停止措置を受けていない。

３　京都府税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納がない。

４　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）による手続を行っている団体でない。

５　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下｢暴力団｣という。）に該当するほか、次のいずれかに該当する者でない。
　　ア 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員｣という。）
　　イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外のものが暴力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者
　　ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団の利用等をしている者
　　エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　　オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　　カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
　　キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて募集に応募しようとする者

６　公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に属する者でない。



（様式５）
役　　員　　等　　調　　書

　　年　　月　　日

　本調書は、私が京都府証紙代金収納計器取扱者の応募資格とされた京都府暴力団排除条例（平成22年京都府条例第23号）第２条第４号に掲げる暴力団員等に該当しないことを確認するために作成したものです。
　また、私は、本調書に記載した事項が、京都府証紙代金収納計器取扱者の指定に伴う行政財産使用許可に係る審査のために、京都府警察本部へ照会されることについて、同意します。

                                  所在地
                                  法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　                             印
                                                                     　（印鑑証明印）
	ふりがな
氏　　名
	
役職名

	生年月日
	
性別
	
住　　所

	
	
	年
	月
	日
	
	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	

	


	

	

	
	

	

	
	


１　この調書は、京都府証紙代金収納計器取扱者の指定後、行政財産使用許可の審査を行うために京都府警察本部に対し、申請者が京都府暴力団排除条例（平成22年京都府条例第23号）第２条第４号に掲げる暴力団員等に該当するかどうかについて照会するときに使用するものです。
２　応募者本人及び下記３の使用人に該当する者（申請者が法人の場合にあっては、その代表者、役員及び下記３の使用人に該当する者）について記載してください。
３　使用人とは、支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の組織の業務を統括する者及び営業所等において、部長、次長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと同等以上の職にある者であって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をなす権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にあるものをいいます。



（様式６）
　　　　　　　企画提案書　　～手数料率の提案～　

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　提　案　者：
　
１　提案の内容
  　　　　　　　　　　
	
規定手数料率　　（①）
	
企画提案率（②）
	提案する手数料率（③）
（③＝②×1.10）

	
	
	

	1000分の　　　
２８．０５

	1000分の
　　
	1000分の　　　
 



（注　記）
 １）手数料率の元になる「企画提案率」(②)を、1000分の１の数値で小数点以下１桁までで記入する。
２）「企画提案率」(②)に1.10(消費税率)を乗じて「提案する手数料率」(③)を算出する。
　　「提案する手数料率」(③)は「規定手数料率」(①)を超えることはできない。
　
２　推定年間手数料の算出
　　　☆　推定年間取扱額　６　億円（令和７年度の実績から見込んだ額）

　　　　　　　 6億　×　③　　＝  　　　　　　　　　　　　　　　円　


　（算出結果）
　　　　　　推定年間手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

















（様式７）
　
辞　　退　　届


　　　年　　月　　日付けで京都府証紙代金収納計器取扱者指定候補者の応募申込書を提出しましたが、辞退します。


　　年　　月　　日

                                 （応募者）
                                  　 所在地
                                  　 法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名　                             印


  （辞退の理由）


